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はじめに

2016年のわが国の女性の平均寿命は87.1歳で、男性が
81.0歳である１）。また、女性の日常生活に制限のない期
間を示す健康寿命は74.8歳で、男性は72.1歳である２）。
厚生労働省は2016年から2040年までに男女ともに健康寿
命を３年以上延伸するという新たな目標を定めた健康寿
命のあり方に関する有識者研究会の報告書を2019年３月
28日に公表している３）。わが国は男女ともに世界トップ
クラスの長寿国ではあるが、女性の場合は平均寿命から
考えて約12年は健康でない期間があり、男性の約９年と
比べて長い。この約10年間の健康でない期間を縮小させ
ること、すなわち健康寿命の延伸を目指すことが重要で
ある。

健康寿命の延伸には生活習慣病対策の推進が重要であ
り、2008年度に40歳から74歳の被保険者・被扶養者に対
する特定健康診査・特定保健指導の実施が義務づけられ
た。しかし、2016年のわが国の20歳以上の健診や人間ドッ
クの受診率は厚生労働省の国民生活基礎調査によると女
性は63.1%で男性（72.0%）と比較して低く、この結果は
全年代においても同様である。80歳以上の女性の受診率
が50.5%と最も低く、次いで30歳代女性の56.2%、20歳代
女性の61.5%である。また、20歳以上の女性の受診しな
かった理由（複数回答）としては、「心配な時はいつで
も医療機関を受診できるから」と回答したものが最も多
く34.9%で次いで「時間がとれなかったから」が23.3%と
なっている４）。

わが国の女性の労働力率を年齢階級別にみた場合、結
婚・出産時期にあたる20代後半から30代にかけて労働
力率が減少する「M字カーブ」を描いている。M字の
ボトムは2011年から、35 ～ 39歳（67.0%）へ移ってい
る。2016年には、以前と比べて浅くなっているもののM
字のボトムは35 ～ 39歳（71.8%）である。求職してない

理由としては、「出産・育児のため」と回答したものが
最も多く33%であった５）。2016年のわが国の母親の第１
子の出産平均年齢は30.7歳で2002年までは20代の出産が
50.1%と過半数を占めていたが、30代での出産が全体の
60%を超え、約10年で30代の出産が主流になった６）。女
性にとっての妊娠・出産、その後の子育ての時期は、就業、
健診や人間ドックを受けにくい年代であるとも言える。

女性の婚姻・出産時期の変化、育児と仕事の両立に応
じた対策や女性の健康に関する調査研究の推進、平均寿
命の伸長に伴って起こる健康問題など女性の特性をふま
えた生涯にわたる健康を守る法律として「女性の健康の
包括的支援に関する法律（案）」が2014年６月に提出さ
れた７）。日本で初めての女性の健康を包括的にサポート
する法律の成立に向けての社会の動きがあり、産婦人科
領域においては女性の特性をふまえた生涯の健康を支援
する存在として女性の健康に関する調査研究を推進し、
その成果の普及・活用を図ることが求められている。産
婦人科の医療ガイドラインにも妊娠期の体重増加に関し
ては、報告されている。しかし、出産に伴う来院は女性
が生涯にわたり、より健康を維持・増進する貴重な機会
であるが、産後の体重管理に関しての研究は少なく、産
後の体重コントロールが長期的に肥満を予防していると
いう結果も得られていない。

肥満と生活習慣病の発症に関して、宮崎８）が「日本
人はBMI（Body Mass Index）が上がるに従い、脂質異
常症や糖尿病、高血圧の発症頻度が高まります。」と述
べているように健康的な体重を維持することが、肥満が
原因の生活習慣病を予防することから、本研究では、健
康寿命の延伸のためには妊娠期から継続した産後の体重
コントロールが重要であると考え、産後の健康教育（体
重コントロール）の実態を明らかにすることを目的とする。

具体的には日本で出産経験のある女性296名を対象に
母子健康手帳の情報をもとに質問紙法による調査分析を
行う。
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Ⅰ．研究方法

１．研究対象

本研究では予備調査および本調査を質問紙によるアン
ケート調査で実施する。予備調査（2016年１月実施）で
は、日本で出産した近畿圏の看護専門学校の学生または
その家族を調査対象者とした。その予備調査による結果
を受け、本調査（2016年４月～９月実施）では医療知識
を有する看護学生とその家族の両者を調査対象者とする
ことで、調査項目に対する回答の信頼性を向上させる。

２．アンケート調査方法と倫理的配慮

調査の協力に賛同した対象者に無記名、多項目選択回
答形式および自由回答形式の質問紙調査を行った。同意
書および質問紙の提出をもって同意取得とした。母子健
康手帳の情報をもとに日本で出産した近畿圏の看護専門
学校の学生およびその家族が回答した質問紙は返信用封
筒に入れ糊付け後に収集箱で回収し個人が特定されない
ように配慮した。調査は大阪教育大学倫理委員会の承認
を得ている（2016年１月21日承認）。

３．調査内容

調査項目は年齢、身長、現在の体重、飲酒歴、喫煙歴、
妊娠時の食習慣、本人および血縁者２親等以内の現在の
健康状態（肥満症・高血圧・糖尿病・脂質異常症）、妊
婦検診の結果（妊娠中の高血圧、尿糖、タンパク尿、浮
腫の有無）、健康教育（第１子妊娠・出産時）の受講の
有無および希望状況、健康教育を受けなかった理由、妊
娠・出産歴（妊娠中の体重増加量・出産１年後の体重変
化）とした。

妊婦検診リスクとは妊娠中に高血圧、尿糖、タンパク
尿、浮腫などの検診項目（母子健康手帳に記載）でいず
れかの症状が認められたものを妊婦検診リスクありとし
た。また、本研究では厚生労働省が予防を啓蒙している
高血圧、糖尿病、脂質異常症、肥満の４疾患９）に着目
しており、家族生活習慣病リスクとは血縁者の２親等内
で４疾患（高血圧、糖尿病、脂質異常症、肥満）のいず
れかを有するものを家族生活習慣病リスクありとした。

なお、高血圧の診断基準は高血圧治療ガイドライン
2014に従い、診察室血圧が収縮期140mmHgまたは拡
張期90mmHgとした10）。糖尿病の診断基準は糖尿病治
療ガイドライン2014に従い血糖値200㎎ /dl以上または
HbA1c6.5%以上とした11）。脂質異常症の診断基準は動脈
硬化性疾患予防ガイドライン2012年版に従いLDLコレ
ステロール120㎎ /dl以上またはトリグリセライド150㎎
/dl以上またはHDL40㎎ /dl以下とした12）。肥満は肥満症
診断基準2011に従いBMI25以上とした13）。BMIの算出方
法は、体重（kg）を身長（㎝）の２乗で除して10,000を
かけて求めた。

４．分析方法

統計処理にはIBM SPSS Statistics Version 22を用い
た。対象の背景に関しては、相関分析（Pearsonの相関
分析）と対応の無いt検定をおこなった。分析対象者の
背景や生活習慣と肥満の有無の関係では、χ二乗検定を
行い分析した。出産１年後の体重変化の項目に関しては
予備調査で当時の正確な体重を想起することが困難であ
ることが判明した。本調査では自由回答形式だけでなく、
津下らの研究により体重は３～５%増減で生活習慣病が
改善・増悪することが示唆されていることから14）、2016
年の国民健康栄養調査によると女性の平均体重は53.2kg
であり15）、選択回答（２kg以上減少、２kg増減内、２
kg以上増加の３群間）を追加して調査し、より出産１
年後の体重変化に関する回答の精度を向上させた。それ
ぞれ有意水準は５%とした。

Ⅱ．結果

１．アンケート調査の回収率

予備調査は、日本で出産した近畿圏の看護専門学校の
学生またはその家族を調査対象者とし、質問紙100部を
配布した。回収数は70部（回収率70%）でその内、得ら
れた有効回答者は58名（有効回答率58%）であった。本
調査は日本で出産した近畿圏の看護専門学校の学生およ
びその家族に質問紙444部を配布した。回収数は300部（回
収率68%）でその内、得られた有効回答者296名（有効
回答率67%）を分析対象者とした。

２．分析対象者の背景

分析対象者は296名で年齢は20代～ 70代となった。分
析対象者の年齢構成は20代26名（９%）、30代72名（24%）、
40代78名（26%）、50代66名（22%）、60代38名（13%）、
70代16名（６%）であった（図１）。

分析対象者全体の背景は表１に示すとおりである。
本研究の集団における平均身長は157.7±5.5cm、平均

体重は52.9±7.4kgであった。2016年の国民健康栄養調査
の日本女性20歳以上の平均（身長154.1cm，体重53.2kg）
に相当していた15）。また、妊娠時の体重増加の平均は
11.1±3.8kgは産婦人科のガイドライン妊娠時の体重増
加の推奨体重範囲内である。出生時体重の平均は2,996

図１　対象者の年齢構成
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±375gであった。2016年の人口動態統計の調査の出生
時体重の平均3005g（男児平均3,050g 、女児平均2,960g）
と同等であった16）。次に、対象者の現在の健康状態（高
血圧、糖尿病、脂質異常症、肥満）について調査した。
高血圧30名（10.1%）、糖尿病６名（2.0%）、脂質異常症
26名（8.8%）、肥満39名（13.2%）であった。

正期産（妊娠37週以上42週未満）の新生児出生体重の
正常は2,500g 以上4,000g未満である。妊娠中の体重増加
と出生時体重の相関係数をPearson関数により算出した
ところ、有意な正の相関がみられ、妊娠中の体重増加に
伴い出生時体重は増加した（ r=.190，p＝0.002）（図２）。

対象者の飲酒習慣者は171名（58%）であったが、妊
娠中も継続していた対象者は２名（１%）であった。対

象者の喫煙者は88名（30%）であった。妊娠中も継続し
ていた対象者は８名（３%）であった（表２）。

３．健康教育の実態

産後の健康教育（体重コントロール）の受講者は50名
（17%）、未受講者は246名（83%）であった（表１）。

健康教育受講者の年齢構成は20代８名（30%）、30代
18名（25%）、40代６名（7.7%）、50代12名（18.2%）、60
代４名（10.5%）、70代２名（12.5%）であった（図３）。

複数回答であるが、健康教育未受講者246名の健康教
育を受けなかった理由としては、「機会がなかった」と
回答した人が164名（67%）、「忙しい」46名（19%）、「必
要性を感じなかった」58名（24%）、「経済的な理由」６

図２　妊娠中の体重増加と出生時体重（第１子）

表２　対象者の生活習慣（飲酒・喫煙）の変化

表１　対象者全体の背景
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名（２%）であった（図４）。
複数回答であるが受講場所は病院（産婦人科）が44名

（88%）、病院（産婦人科以外の診療科）が４名（８%）、
保健所14名（28%）、健診４名（８%）であった。その
他12名（24%）には、雑誌・インターネット・SNSなど
が含まれていた。健康教育受講者は内容に満足と38名

（76%）が回答、不満足10名（20%）、未回答２名（４％）
であった。

健康教育の未受講者の受講希望先は病院（産婦人科）
が119名（48%）、病院（産婦人科以外の診療科）が10名

（4%）、保健所38名（15%）、健診38名（15%）、その他が
36名（15%）であった。健康教育の未受講者の受講の希
望に関しては受講する117名（48%）、受講しない107名

（43%）未回答22名（９%）であった（表３）。

４．分析対象者の背景や生活習慣と肥満の有無の関係

肥満の対象者は39名であった。肥満の罹患は20代で２
名（５%）、30代で２名（５%）だが、40代で12名（31%）、
50代で10名（26%）、60代で11名（29%）、70代では２名

（５%）であった。肥満無しの20代は24名（９%）、30代
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図３　健康教育受講者の年齢構成

図４　健康教育を受けなかった理由（複数回答）

表３　対象者の健康教育の受講および希望状況
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表４　対象者の背景や生活習慣と肥満の有無の関係

で70名（27%）、40代で66名（26%）、50代で56名（22%）、
60代で27名（11%）、70代で14名（５%）であり、年齢
による有意差がみられた（p<0.001）。

子どもの数は肥満有り群では１人が６名（15%）、２
人が27名（69%）、３人が６名（15%）、４人が０名であっ
た。肥満無し群では１人が96名（38%）、２人が116名

（45%）、３人が37名（15%）、４人が７名（３%）であっ
た。子どもの数に関しては、肥満有り群と肥満無し群の

間に有意差がみられた（p<0.05）。
出産１年後の体重が減少した対象で肥満有りは０名で

肥満無しは39名（16%）であった。体重が戻った対象で
肥満有りは19名（49%）で肥満無しは159名（63%）であっ
た。体重が増加した対象で肥満有りは20名（51%）で肥
満無しは54名（22%）であった（表４）。肥満有り群の
出産１年後の体重は減少0%、戻った11%、増加27％で
あった。肥満は出産１年後の体重増加に伴い罹患率が高
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かった。出産１年後の体重変化で減少群と戻った群間に
有意差（p<0.05）がみられた。また、戻った群と増加群
間に有意差（p<0.01）がみられ、減少群と増加群間には
有意差（p<0.001）がみられた（図５）。

他の項目では有意差はみられなかった（表４）。

Ⅲ．考察

１．分析対象者の背景や生活習慣と肥満の有無の関係

周知の通り、生活習慣病は、遺伝的要因も介在するが、
環境要因、生活習慣要因などが相互に複雑に関連し発症
しており、生活習慣の是正が疾病の治療や予防に重要で
ある17）。本研究でも、年齢、家族の生活習慣病の罹患、
子どもの数、妊娠や出産後の生活習慣（喫煙や飲酒）の
変化などの生活習慣の因子を加えて調査を行った。

また、産婦人科領域の研究では妊娠、出産など女性の
特性をふまえた生涯の健康を支援することが必要であ
り、本研究では健康的な体重を維持することが、肥満が
原因の生活習慣病を予防することから、妊娠や出産後の
生活習慣の変化や出産１年後の体重変化（第１子）と肥
満の関係を詳細に分析することを試みた。

本研究の対象296名の内、74名（25%）が出産１年後
の体重が増加していた。出産１年後の体重変化（第１子）
と肥満に関しては、出産１年後の体重の増加に伴い肥満
の罹患率が高かった。辻らの研究で、高齢者ではBMIが
低値（23未満）あるいは高値（29以上）の者で健康寿命
が短いという報告がある18）。本調査では、出産１年後の
体重増加者は肥満になっていた。生活習慣病の原因を特
定することは困難であり、出産１年後から肥満の罹患ま
でに長年月を要した対象者も多いが、出産後１年の体重
変化に影響した生活習慣が後に生活習慣病を発症させる
可能性は示唆された。

しかしながら、本調査内で、肥満症に罹患している対

象者は20代と30代では各２名であり、症例を増やしての
検討も必要ではある。女性の疾患の背景には女性ホルモ
ン（エストロゲン）の関与が大きく、女性は40歳ごろか
ら肥満者の割合が急激に増加し、閉経後はとくに肥満が
増加することが知られている19）。本調査においても、40
歳代での肥満者は12名、肥満症に罹患している対象者の
60％以上が50歳以上であり、加齢に伴って罹患率が高く
なることが示された。また、肥満に関しては第２子を授
かったものに多かった。妊娠・出産は生理的変化ではあ
るが、本調査でも第１子妊娠時の平均体重増加は11.1㎏
であり、体重変動は大きい。出産回数が増えることは妊
娠前の身体に戻るための体重のコントロールを要する機
会が増えることでもあり、健康的な体重を維持すること
が困難であった可能性があり、健康教育を実施する重要
性を説くのに有用な知見である。

２．健康教育の実態と今後の課題

本研究の健康教育に関する調査では、産後の健康教育
の全体の受講者は50名（16.9%）であった。20代での受
講者が８名（30%）、30代の受講者が18名（25%）と全
体の52％を占めており、産後の健康教育が肥満を予防し
ているという長期的な効果をみるには受講者の年齢が若
く、今回の調査では産後の健康教育の受講が肥満を予防
するという結果には繋がらなかった。本研究内では、経
年分析できなかったことや症例数が少なかったことに因
る可能性が考えられる。

健康教育の実施時期に関して、「機会がなかった」や「忙
しい」などを理由で受講できない約70%の対象も妊娠・
出産のために医療機関を訪れており、健診や人間ドック
を受けにくい女性により健康に過ごす教育を行う機会で
もある。複数回答ではあるが、病院での健康教育の受講
者は44名（88%）であり、健康教育の受講者のうち、38

図５　肥満と出産１年後の体重の変化

*p<0.05 **p<0.01 ***p<0.001

** 

*** 

* 
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名（76%）が満足している。健康教育の未受講者のうち、
受講したいと答えた人は48%であった。健康教育を受け
なかった理由（複数回答）としては、「機会がなかった」
と回答した人が最も多く67%で、次いで、「必要性を感
じなかった」と24%が回答している。未受講者246名の内、
受講希望者は117名（48％）であり、受講の機会や必要
性を感じる機会が得られなかったことが推測される。し
かし、健康教育の受講先は複数回答ではあるが、病院（産
婦人科）が88%と最も多く、未受講者の受講希望先も病
院（産婦人科）が48%と最も多い。健康教育受講者の満
足度、また、受講希望先からも病院（産婦人科）への期
待の大きさも感じられる。

女性にとって出産後はわが子に対する母親役割と就労
や出産前からのスポーツなどの趣味や食事行動などの基
本的な生活と折り合いをつけ、子どもとの新たな生活を
再構成していく時期である。横山らの研究によると妊娠
中に食事指導を受けた女性の85%に食生活の改善が見ら
れ、子育て中も継続しているという報告がある20）。本調
査でも妊娠中の生活習慣では97%以上の対象が禁煙・節
酒をしており、妊娠期から産後の授乳期は子どものため
に、多くの女性が健康上、好ましい日常生活を送れてい
ることが多く、必要性を理解すれば、節酒や禁煙の習慣
化を継続させることは期待できる。

生活習慣病対策は疾病の早期発見・早期治療から、リ
スクの高い対象者に対する早期介入に重点を置く時が到
来している21）。近年の女性の社会進出や価値観の多様化
により結婚、出産年齢は高齢化しており22）、今後、出産
から肥満を含む生活習慣病の発症が増える年代までの期
間が相対的に短くなることが予想される。

2017年の産婦人科診療ガイドラインで、肥満の妊婦は、
巨大児（出生体重4000g以上）や帝王切開分娩になる頻
度が高く、また、やせ（BMI18.5未満）の妊婦は、早産、
低出生体重児（出生体重2500g以下）を産む頻度が高い
と報告されている23）。母子は相互に作用しており、この
ガイドラインも妊産婦を対象としているが、母児の健康
を守るという重要な意義がある。本調査内でも妊娠中の
体重増加に伴い新生児の出生体重は漸増していた。産後
の体重コントロールの指導を実施するには母体の体格と
妊娠期間中の体重増加量の過少の影響も大きい。日本は
世界に誇れる妊婦検診システムを構築しており、母体・
胎児両側面を考慮した妊娠期から継続した産後の健康教
育（体重コントロール）の実施も可能である。

今回の研究では、産後の体重変化と肥満の関係、産後
の健康教育（体重コントロール）の実態に着目して調査
したが、今後の研究では、さらに症例を増やし、対象の
生活背景（就労の有無や運動習慣など）の追加調査と年
齢別の経年分析を行うことが必要である。また、産後の
健康教育の内容の詳細についても追加調査して健康教育

の効果を観ていくことが必要である。私たち医療者は、
出産後１年という妊娠前の身体に戻る重要な期間に女性
が母親としての役割を果たしながら、わが子のためにも、
自らの健康をみつめ、健康的な体重を維持できる生活習
慣を積み重ねていけるような教育内容を検討することが
重要である。

Ⅳ．結論

出産１年後から肥満の罹患までに長年月を要した対象
者も多いが、妊娠前と比較して出産１年後に体重が増加
した女性は肥満に移行しやすく、出産後１年の体重変化
に影響した生活習慣が生活習慣病を発症させる可能性が
示唆された。

産後の健康教育（体重コントロールの指導）を実施す
るには非妊時の体格や妊娠期間中の体重増加量の過少の
影響も大きいため、母体・胎児両側面を考慮した妊娠期
から継続した健康教育が必要である。

また、出産に伴う来院は、健診や人間ドックを受けに
くい年代の女性にとって長期的に女性がより健康を維
持・増進する貴重な機会であり、出産後の１年間という
重要な期間に女性が自ら健康的な体重を維持できる生活
習慣を積み重ねていけるような健康教育を実施すること
は重要である。

おわりに

神奈川歯科大学短期大学部紀要（2019年第６号）で「産
後の体重変動と生活習慣病４疾患の発症との関連」の調
査では、得られた有効回答者296名のうち40歳以上の198
名を生活習慣病の発症に対する分析対象とし原著報告し
たが、今年度の論文では特に産後の健康教育（体重コン
トロール）の実態調査を詳細に分析することも目的とし
ており、有効回答者296名を分析対象者とした。
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